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2004年1月8日

全国労働組合総連合

国際局長　　　岩田　幸雄

日本政府に国際自由権規約「選択議定書」の批准を求める

「団体署名」のお願い

貴組織におかれましては、労働者・国民の生活と権利、平和と民主主義を擁護する諸闘争で日夜ご奮闘のことと思います。

さて、標記団体署名については、国際人権活動日本委員会(自由法曹団、東京地評、大阪労連、兵庫県労連など49団体で構成)から毎年協力要請があり、昨年は、多大なご協力で3,000団体を越える署名を集約する大きな成果をおさめ、政府に提出しました。今回も可能な最大限のとりくみをお願いします。

2001年8月に行われた国連人権委員会は、日本の国際人権A規約・社会権規約(経済的・社会的及び文化的権利に関する国際規約)の適用状況を審査し、日本政府に対して、①男女間の賃金の不平等是正、②公務員および公務部門職員に対するストライキ権の付与、③年金制度に最低年金額を導入、男女格差の改善、④「慰安婦」への十分な補償、⑤阪神淡路大震災被災者へのサービス・支援、⑥裁判官、検察官、弁護士への人権教育などを勧告しました。

国際自由権規約「選択議定書」は、政府や企業、社会からの人権侵害を救済する制度であり、国際人権規約の実効性を担保するためのきわめて重要な制度です。ところが日本政府は、「裁判制度を侵害する」として、国際人権委員会の再三にわたる勧告を無視し、いまだに批准していません。

もし、日本政府が国際自由権規約「選択議定書」を批准すれば、企業における差別やいじめ、人権侵害を受けた個人が直接、国連人権委員会に申し立てることができます。申し立てを受けた人権委員会は、審査結果を当事国に通知し、人権侵害に対する適切な救済措置を求めることができます。

ついては、日本の企業を含むすべての社会組織に世界人権宣言や国際人権規約を生かし、差別や人権侵害を根絶するためにも従来にまして広くとりくまれるよう要請.します。

なお、署名用紙は増刷りして活用し、集約後、下記へ送付するようお願いします。

(集約は第1次2004年3月末、第2次=4月末、最終は5月末です)

以上

*連絡・問合せ(郵送先)

〒170-0005

東京都豊島区南大塚2-33-10東京地評内

国際人権活動日本委員会

Te1&Fax　03-3943-2420
